
証券コード2551

第74 回

定時株主総会招集ご通知

開催日時
2025年12月12日（金曜日）
午前10時（受付開始 午前９時）

開催場所
愛知県岡崎市康生町515番地33
岡崎ニューグランドホテル ３階 飛竜の間

議案
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

株主総会当日は、以下の対応をいたしますので、何
卒ご理解を賜りますようお願いいたします。
・お土産の配布を実施いたしません
・東岡崎駅・会場間の送迎バスの運行を実施いたし
ません

・試食・試飲を実施いたしません
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（証券コード：2551）
2025年11月25日

（電子提供措置の開始日 2025年11月18日）
株 主 各 位

愛知県岡崎市仁木町字荒下１番地

代表取締役社長 堺 信 好
第74回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご愛顧を賜り、心より厚くお礼申しあげます。
さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第74回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.marusanai.co.jp/company/ir/information/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

名古屋証券取引所ウェブサイト https://www.nse.or.jp/listing/search/

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「適時開示情報」
を選択の上、「株主総会招集通知/株主総会資料」欄からご覧下さい。

当日ご出席されない場合は、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検
討下さいまして、３頁から４頁に記載の「議決権行使についてのご案内」をご参照いただき、
2025年12月11日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使して下さいますようお願い申し
あげます。

敬 具
記

1. 日 時 2025年12月12日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 愛知県岡崎市康生町515番地33 岡崎ニューグランドホテル３階飛竜の間

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）
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3. 目的事項
報告事項 1. 第74期（2024年９月21日から2025年９月20日まで）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

2. 第74期（2024年９月21日から2025年９月20日まで）計算書類の内
容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

4. その他招集にあたっての決定事項
(1) 議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただきます。

(2) インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ
る議決権行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。また、インターネットに
よる方法で複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な行使として
取り扱わせていただきます。

以 上

(お知らせ) ◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。
◎会社法の改正により、電子提供措置事項については前記の各ウェブサイトにアクセ
スの上、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株
主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交
付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたし
ます。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14
条第２項の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表
したがって、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会
計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であ
ります。

(お 願 い) 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さ
いますようお願い申しあげます。
また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参下さいますようお願い申しあげま

す。



議決権行使
書

議決権行使
書

議決権行使書

2025年12月11日(木曜日)
午後５時30分到着分まで

2025年12月11日(木曜日)
午後５時30分行使分まで

行使期限 行使期限
●書面による議決権行使 ● ●「スマート行使」によるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示いただき、行使
期限までに当社株主名簿管理人に
到着するようご返送下さい。議決権
行使書面において、議案に賛否の
表示がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

●パソコン等によるご行使 ●

2025年12月11日(木曜日)
午後５時30分行使分まで

行使期限

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載の議決権行使コード及びパスワード
をご利用のうえ、画面の案内に従って
議案に対する賛否をご登録下さい。

https://www.web54.net

詳細につきましては次頁をご覧下さい。詳細につきましては次頁をご覧下さい。

議決権行使ウェブサイト

同封の議決権行使書用紙の右下
「スマートフォン用議決権行使ウェブ
サイトログインQRコード」をスマートフォ
ンかタブレット端末で読み取ります。

株主総会開催日時
2025年12月12日(金曜日)

午前10時

同封の議決権行使書用紙をご持参
いただき、会場受付にご提出下さい。

議決権行使についてのご案内
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使下さいますようお願い申しあげます。

● 株主総会へ出席 ●

事前にご行使いただける場合

（1）書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）によるもの
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）インターネット（「スマート行使」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて
いただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせ下さいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
議決権行使に関する
パソコン等の操作方法について 0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会 0120-782-031（平日9:00～17:00）

当日ご出席いただく場合
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議決権行使書

③

④

xx xx

●「スマート行使」によるご行使 ● ●パソコン等によるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力下さい。

確認画面で
問題なければ
「この内容で
行 使 する 」
ボタンを押し
て行使完了！

※議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

①議決権行使ウェブサイトへアクセスする①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について
個別に指示する

④すべての会社提案議案
について「賛成」する

※
デンソーウェーブの
登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコードを読み取り、
くだたい力入ごを」ドーワスパ「」ドーコ使行権決議「の載記に紙用書使行権決議の封同

必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net へ
直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決権
行使コード」をご入力
下さい。

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい。

③パスワードを入力する

https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。

クリック

議決権行使コード

パスワード

②ログインする

同封の議決権行
使書用紙に記載
の「パスワード」
をご入力下さ
い。
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議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要な課題と位置付け、安定的に基本
１株当たり30円の方針とし、利益状況等に応じて検討しております。
当期の配当金につきましては、上記の方針に基づき、当事業年度の業績及び経営環境並

びに今後の事業展開などを勘案し、１株につき50円とさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項
1. 配当財産の種類

金銭
2. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 50円
総額 112,064,750円

3. 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年12月15日
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第２号議案 取締役７名選任の件
取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外

取締役1名を含む取締役７名の選任をお願いするものであります。
当社の取締役は、定款の定めにより、15名以内とし、社内取締役に関しましては、各

部門の業務に精通し、事業運営及び経営管理に関する豊富な知識や経験、能力を有し、当
社グループの更なる発展に貢献することが期待できる者を候補者としております。
社外取締役に関しましては、多様な視点、経験豊富で高い専門性を有している人材を候

補者としております。なお、当社における社外役員の独立性判断基準に関しましては、名
古屋証券取引所が定める独立役員にかかる独立性基準に基づき、独立性を判断することと
しております。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名（年齢） 現在の当社における地位及び (担当) 取締役会
出席率 (出席回数／開催回数)

1 再任 さかい のぶ よし

堺 信 好 (満67歳) 代表取締役社長 100％（20回／20回）

2 再任 か とう いち ろう

加 藤 一 郎 (満61歳) 常務取締役 100％（20回／20回）

3 再任 いな がき ひろ ゆき

稲 垣 宏 之 (満61歳) 常務取締役 100％（20回／20回）

4 再任
おか だ のぶ ゆき

岡 田 信 之 (満61歳) 取締役（開発担当） 100％（20回／20回）

5 再任
やま ぐち きん や

山 口 欣 也 (満60歳) 取締役（情報システム物流管理部長（兼）企業戦略室長） 100％（20回／20回）

６ 新任
つ づき きみ こ

都 築 公 子 (満58歳) （管理部長（兼）ブランド戦略室長） ―％ （―回／―回）

７ 再任 はやし もと ひさ

林 寛 尚 (満53歳) 社外取締役 100％（20回／20回）
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

1
再任

さかい のぶ よし

堺 信 好
（1958年９月16日）

1983年１月 当社入社
1993年７月 営業本部関西営業部神戸営業所長
2001年９月 営業本部西日本営業部大阪支店次長
2002年９月 営業本部西日本営業部大阪支店長
2006年９月 営業統括部西日本エリアマネージャー（兼）

大阪支店長
2009年12月 株式会社玉井味噌取締役就任
2010年９月 営業統括部西日本エリア長
2011年９月 営業統括部リテール営業部長
2013年９月 経営企画部長
2013年12月 株式会社玉井味噌代表取締役社長就任
2015年12月 当社取締役就任
2015年12月 管理担当
2019年12月 当社常務取締役就任
2021年３月 経営企画担当
2021年12月 当社代表取締役社長就任（現任）

6,000株

［取締役候補者とした理由］
営業部門の責任者として、優れた組織管理・監督能力を発揮し、その後、経営企画部長として中期
戦略事業計画策定の中心的な役割を担っておりました。当社の代表取締役社長に就任後は、著しい
環境の変化に機動的に対応する等、長期的な視野を持って経営手腕を発揮しております。今後も当
社の更なる発展に貢献することが期待できることから、引き続き取締役候補者としております。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

2
再任
か とう いち ろう

加 藤 一 郎
（1964年６月20日）

1987年４月 当社入社
2007年９月 営業統括部首都圏エリア東京支店第１課長
2008年９月 営業統括部東日本エリア静岡支店長
2010年９月 営業統括部東日本エリア東京支店長
2012年９月 営業統括部東日本エリア代表（兼）東京支店長
2013年３月 営業統括部東日本エリア代表 (兼) 東京支店長

(兼) 北海道営業所長
2014年12月 株式会社匠美取締役就任
2015年９月 営業統括部長
2017年３月 営業統括部長（兼）営業BPR室長
2019年12月 当社取締役就任
2021年12月 株式会社匠美代表取締役社長就任（現任）
2023年 9 月 営業担当
2023年12月 当社常務取締役就任（現任）

4,500株

［取締役候補者とした理由］
当社に入社以来、営業部門に従事し、営業拠点及び各エリアの部門長を歴任し、2015年からは営業
統括部の責任者として、優れた組織管理・監督能力を発揮してまいりました。現在は子会社である
株式会社匠美の代表取締役社長としても経営手腕を発揮しております。当社の更なる発展に貢献す
ることが期待できることから、引き続き取締役候補者としております。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

3
再任

いな がき ひろ ゆき

稲 垣 宏 之
（1964年11月６日）

1987年４月 当社入社
2004年９月 生産本部製造部飲料工場第３課長
2005年９月 製造部飲料工場副工場長（兼）第４課長
2006年９月 生産統括部製造部飲料工場長
2011年９月 生産統括部みそ工場長
2014年３月 生産統括部総括工場長
2014年12月 株式会社玉井味噌取締役就任
2015年３月 生産統括部総括工場長（兼）飲料工場長
2015年９月 生産統括部長
2016年１月 マルサンアイ鳥取株式会社取締役就任
2019年12月 当社取締役就任
2021年12月 株式会社玉井味噌代表取締役社長就任（現任）
2023年 9 月 生産担当
2023年12月 当社常務取締役就任（現任）
2024年 5 月 Alinova Canada Inc.最高経営責任者就任（現

任）

3,900株

［取締役候補者とした理由］
当社に入社以来、生産部門に従事し、当社生産工場の柱である飲料工場長、みそ工場長を歴任し、
2015年からは生産統括部の責任者として、優れた組織管理・監督能力を発揮してまいりました。現
在は子会社である株式会社玉井味噌の代表取締役社長としても経営手腕を発揮しております。当社
の更なる発展に貢献することが期待できることから、引き続き取締役候補者としております。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

4
再任

おか だ のぶ ゆき

岡 田 信 之
（1964年１月２日）

1986年３月 当社入社
2005年６月 西日本営業部名古屋統括支店（みそ強化）次長
2005年９月 マーケティング部商品企画課長
2010年９月 営業統括部営業推進室商品戦略課長
2011年10月 営業統括部営業推進室長
2013年９月 開発統括部開発室長
2015年９月 開発統括部長
2018年12月 株式会社玉井味噌取締役就任
2020年12月 当社取締役就任（現任）
2021年３月 開発統括部長（兼）チルド事業推進室長
2022年12月 株式会社匠美取締役就任（現任）
2023年 9 月 開発統括部長
2024年９月 開発担当（現任）

2,800株

［取締役候補者とした理由］
当社に入社以来、様々な部門に従事し、幅広い業務経験と知識を有しております。2015年からは開
発統括部の責任者として、優れた組織管理・監督能力を発揮してまいりました。現在は子会社であ
る株式会社匠美の取締役に就任し、事業運営及び経営管理に関する豊富な経験、知識、能力を有し
ております。当社の更なる発展に貢献することが期待できることから、引き続き取締役候補者とし
ております。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

5
再任
やま ぐち きん や

山 口 欣 也
（1965年5月11日）

1988年４月 当社入社
2008年９月 生産統括部生産管理課生産計画副グループ長
2009年９月 生産統括部生産管理室生産管理課生産計画・受

託グループ長
2010年９月 生産統括部関東飲料課副工場長
2013年９月 生産統括部関東工場長
2015年 9 月 生産統括部飲料工場長
2018年 9 月 生産統括部生産管理室長
2020年 1 月 生産統括部生産管理室長（兼）生産管理グルー

プ長
2021年 3 月 経営企画部長（兼）SCM戦略室長
2021年12月 マルサンアイ鳥取株式会社取締役就任（現任）
2023年 9 月 経営企画部長（兼）企業戦略室長
2023年12月 当社取締役就任（現任）
2024年５月 Alinova Canada Inc.取締役就任（現任）
2024年９月 情報システム物流管理部長（兼）企業戦略室長

（現任）

2,300株

［取締役候補者とした理由］
当社に入社以来、品質保証部門及び生産部門に従事し、飲料工場長などを歴任し、優れた組織管
理・監督能力を発揮してまいりました。2021年からは経営企画部長に就任し、企業価値の向上に努
めてまいりました。現在は子会社であるマルサンアイ鳥取株式会社の取締役としても経営手腕を発
揮しております。当社の更なる発展に貢献することが期待できることから、引き続き取締役候補者
としております。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

6
新任
つ づき きみ こ

都 築 公 子
（1966年12月17日）

1989年４月 当社入社
2005年９月 研究所研究室副課長
2017年９月 生産統括部生産管理室委託管理グループ長
2021年 3 月 生産統括部調達管理室長
2023年９月 管理統括部副統括部長（兼）ブランド戦略室長
2024年９月 管理部長（兼）ブランド戦略室長（現任）

600株

［取締役候補者とした理由］
当社に入社以来、開発部門に従事し、製品開発や品質向上に寄与してまいりました。その後、生産
部門において調達管理室長として原材料の安定供給体制の構築に尽力し、現在は管理部長（兼）ブ
ランド戦略室長として、経営資源の最適化とブランド価値の向上に取り組んでおります。当社の更
なる発展に貢献することが期待できることから、新たに取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
並びに当社における地位及び担当

所有する当社
株 式 の 数

7

再任
はやし もと ひさ

林 寛 尚
（1972年11月13日）

1996年10月 公認会計士２次試験合格・三優監査法人入所
2000年５月 公認会計士登録
2007年 8 月 三優監査法人 社員・名古屋事務所所長
2015年 4 月 医療法人共和会 監事（現任）
2022年４月 税理士登録
2022年 4 月 税理士法人アクシス 代表社員（現任）
2022年 7 月 GOOD AID株式会社 社外監査役
2022年 9 月 株式会社mum Holdings 社外監査役（現任）
2023年11月 東海漬物株式会社 社外監査役（現任）
2023年12月 当社社外取締役就任（現任）

―

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割］
社外役員となること以外の方法で、直接事業会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会
計士、税理士としての専門知識・経験を生かし、当社の社外取締役として取締役会において独立
性・公正性・株主目線を保ちつつ、審議議案に対し提言を行うことができる資質を有しております。
当社のコーポレートガバナンス体制強化のための適切な役割を果たし、貢献いただくことを期待し
ておりますことから、引き続き社外取締役候補者としております。選任後は、取締役会において独
立性・公正性・株主目線を保ちつつ、審議議案に対し提言を行うことを期待しております。

（注）１．各候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．林寛尚氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をも

って２年であります。
３．林寛尚氏は、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として届け

出をしております。
４．責任限定契約について

当社と林寛尚氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款第27条第2項の規定に基づき、責任限定
契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する限度額
としております。また、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

５．役員等賠償責任保険契約について
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害について填補することとし
ております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時
には同内容での更新を予定しております。

以 上
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1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の通商政策による影響が見られるものの、
緩やかに回復基調で推移いたしました。しかしながら、物価上昇の継続による消費者マイ
ンドの下振れ等が、景気を下押しするリスクとなっており、先行きは依然として不透明な
状況が続いております。
豆乳業界におきましては、豆乳の栄養成分に対する消費者の理解の深まりを背景とした
リピート購入やソイラテ需要の拡大等による外食における利用が増加する等、市場は堅調
に推移しております。
みそ業界におきましては、無添加みそ等の増加がみられる一方で、市場全体では厳しい
状況が続いております。
このような環境の中で、当社グループは「健康で明るい生活へのお手伝い」を企業理念
に定め、安全で安心できる製品の供給、企業活動を通じた社会貢献及びコスト削減に努め、
経営基盤の強化に取り組んでまいりました。
この結果、売上高は、みそ事業の売上が減少したため328億72百万円（前期比0.9％
減）、営業利益は、原材料費、販売費及び一般管理費等の増加により8億57百万円（前期比
25.3％減）、経常利益は、営業利益が減少したため8億58百万円（前期比22.8％減）、親会
社株主に帰属する当期純利益は、経常利益が減少したため7億12百万円（前期比14.0％
減）となりました。
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当連結会計年度の各部門別売上高は、次のとおりであります。

部 門 別

第 73 期

（2023
2024

年
年
９
９
月
月
21
20
日から
日まで）

第 74 期

（2024
2025

年
年
９
９
月
月
21
20
日から
日まで） 対前連結会計年度

比較増減率
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

百万円 ％ 百万円 ％ ％
豆 乳 23,427 70.7 24,677 75.1 5.3
飲 料 3,485 10.5 3,459 10.5 △0.8

豆 乳 飲 料 事 業 計 26,913 81.2 28,136 85.6 4.5
み そ 事 業 計 3,696 11.1 2,030 6.2 △45.1
そ の 他 食 品 事 業 2,545 7.7 2,705 8.2 6.3
技術指導料その他 1 0.0 0 0.0 △87.6
合 計 33,157 100.0 32,872 100.0 △0.9

① 豆乳飲料事業
豆乳が順調に推移したため、売上高は、281億36百万円（前期比4.5％増）となりまし

た。

＜豆乳＞
無調整豆乳及び機能性を訴求した豆乳等が順調に推移したため、売上高は、246億

77百万円（前期比5.3％増）となりました。

＜飲料＞
アーモンド飲料等が好調に推移したものの、受託製造品の売上が減少したため、売上

高は、34億59百万円（前期比0.8％減）となりました。
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② みそ事業
事業ポートフォリオの再編の一環として、2025年３月をもってみそ事業を子会社等へ

集約したことに伴い、品目数の削減及び利益重視の販売戦略を展開した結果、売上高は、
20億30百万円（前期比45.1％減）となりました。

③ その他食品事業
「豆乳グルト」シリーズが好調に推移したため、売上高は、27億5百万円（前期比6.3

％増）となりました。

④ 技術指導料その他
受取ロイヤリティーとして、売上高0百万円（前期比87.6％減）を計上いたしました。
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（2）設備投資等の状況
会 社 名 セグメントの名称 金額 主な内容

マルサンアイ株式会社

豆 乳 飲 料 事 業 990 百万円 豆乳飲料製造関連設備
み そ 事 業 0 みそ製造関連設備
そ の 他 食 品 事 業 94 豆乳グルト製造関連設備
共 通 73 研究設備等

株 式 会 社 匠 美
豆 乳 飲 料 事 業 12 豆乳飲料製造関連設備
そ の 他 食 品 事 業 13 豆乳グルト製造関連設備
共 通 0 環境整備

株 式 会 社 玉 井 味 噌 み そ 事 業 60 みそ製造関連設備
マ ル サ ン ア イ 鳥 取
株 式 会 社

豆 乳 飲 料 事 業 29 豆乳飲料製造関連設備
共 通 0 環境整備

Alinova Canada Inc. 豆 乳 飲 料 事 業 1,029 豆乳パウダー製造関連設備

合 計 2,306

（3）資金調達の状況
当連結会計年度に実施いたしました設備投資等の所要資金は、自己資金及び金融機関から

の借入金により充当いたしております。
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（4）対処すべき課題
当社グループを取り巻く社会環境は、内外の諸事情から見ましても今後とも不安定な状況

が予想されます。このような環境下で当社グループの向かうべき方向性を定めるため、将来
的な目標として、2023年11月に「GoPW」と題した長期経営計画を策定いたしました。
本計画では、当社グループが2030年にあるべき姿を定め、目標達成に向けたマイルスト

ーンとして、「第四次中期事業計画」の遂行による事業価値の向上、及び「第一次中期サス
ティナビリティー計画」の遂行による社会価値の向上に努め、当社グループが将来の社会に
とって必要とされる企業となるべく、先を見据えた事業展開を行ってまいります。
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（5）財産及び損益の状況の推移
第 71 期 第 72 期 第 73 期 第 74 期

（20212022
年
年
９
９
月
月
21
20
日から
日まで）（20222023

年
年
９
９
月
月
21
20
日から
日まで）（20232024

年
年
９
９
月
月
21
20
日から
日まで）（20242025

年
年
９
９
月
月
21
20
日から
日まで）

売 上 高（百万円） 30,699 30,950 33,157 32,872

営業利益または営業損失(△)（百万円） 236 △280 1,147 857

経常利益または経常損失(△)（百万円） 257 △256 1,112 858
親会社株主に帰属する当期
純利益または当期純損失（△）（百万円） 142 △898 828 712

１株当たり当期純利益または当期純損失（△） 62円55銭 △393円71銭 363円31銭 315円71銭
総 資 産（百万円） 27,197 25,645 26,911 27,022
純 資 産（百万円） 6,634 5,670 6,480 7,017

（注）１株当たり当期純利益または当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
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② 重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 匠 美 富山県中新川郡立山町 38百万円 88.7 ％ 水、豆乳、飲料及びその
他製品の製造・販売

株 式 会 社 玉 井 味 噌 長野県東筑摩郡筑北村 45百万円 90.0 ％ みそ及びみそ関連製品の
製造・販売

マ ル サ ン ア イ 鳥 取
株 式 会 社 鳥取県鳥取市 250百万円 100.0 ％ 豆乳及び飲料の製造

丸 三 愛 食 品 商 貿
（上 海） 有 限 公 司 中華人民共和国 上海市 540

万元

100.0

％ 中国国内におけるみそ及
びみそ関連製品の開発・
製造・販売
豆乳及び飲料等の販売

Alinova Canada Inc. カナダ オンタリオ州 10万カナダドル 90.0 ％ 豆乳パウダーの製造・販
売

（7）主要な事業内容
大豆を主原料とする「豆乳」、無菌充填技術を活かした「飲料」、その他食品の製造販売。

「みそ」はグループ会社にて製造。
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（8）主要な営業所及び工場
① 当社

名 称 所 在 地
本 社 及 び 本 社 工 場 愛知県岡崎市
物 流 セ ン タ ー 愛知県岡崎市
関 東 工 場 群馬県利根郡みなかみ町
北 海 道 営 業 所 北海道札幌市
東 北 支 店 宮城県仙台市
関 信 越 支 店 群馬県高崎市
東 京 支 店 東京都渋谷区
北 陸 営 業 所 石川県金沢市
静 岡 支 店 静岡県静岡市
名 古 屋 支 店 愛知県長久手市
大 阪 支 店 大阪府茨木市
岡 山 支 店 岡山県岡山市
広 島 支 店 広島県広島市
九 州 支 店 福岡県福岡市

② 子会社
会 社 名 名 称 所 在 地

株 式 会 社 匠 美 本社、東大森工場
及び坂井沢豆乳工場 富山県中新川郡立山町

株 式 会 社 玉 井 味 噌 本社及び本社工場 長野県東筑摩郡筑北村

マ ル サ ン ア イ 鳥 取
株 式 会 社 本社及び本社工場 鳥取県鳥取市

丸 三 愛 食 品 商 貿
（上 海） 有 限 公 司 本社 中華人民共和国 上海市

マ ル サ ン ア イ
（タイランド）株式会社 本社 タイ王国 バンコク

Alinova Canada Inc. 本社及び本社工場 カナダ オンタリオ州
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（9）従業員の状況
従業員数 前連結会計年度末比増減
439［129］名 5名減

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載して
おります。

２．臨時従業員は、契約・嘱託従業員（53名)、パート従業員（26名）、人材派遣（41名）及びアルバイ
ト従業員（9名）の総数です。なお、アルバイト従業員数は、一人当たり１日８時間で換算して算出
しております。

（10）主要な借入先
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,148 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,443
株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 700
株 式 会 社 鳥 取 銀 行 592
株 式 会 社 百 五 銀 行 350
三 井 住 友 銀 行 342
鳥 取 市 330
滋 賀 銀 行 281
岡 崎 信 用 金 庫 272
碧 海 信 用 金 庫 227
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 8,000,000株
（2）発行済株式の総数 2,296,176株（自己株式54,881株を含む）
（3）株主数 3,800名（前期末比218名増）
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株式会社K&M associates 305,060 株 13.61 ％

佐 藤 公 信 180,684 8.06
マルサンアイ取引先持株会 141,400 6.31
石 田 典 子 76,966 3.43
福 島 裕 子 73,366 3.27
マルサンアイ従業員持株会 59,980 2.68
ひ か り 味 噌 株 式 会 社 46,100 2.06
佐 藤 明 子 41,660 1.86
福 島 み な み 41,640 1.86
福 島 淳 41,600 1.86

（注）１．持株比率は、自己株式（54,881株）を控除して計算しております。
２．当社は、自己株式54,881株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 堺 信 好

常 務 取 締 役 加 藤 一 郎 株式会社匠美代表取締役社長

常 務 取 締 役 稲 垣 宏 之 株式会社玉井味噌代表取締役社長
Alinova Canada Inc.最高経営責任者

取 締 役 岡 田 信 之 開発担当
株式会社匠美取締役

取 締 役 磯 村 智 管理担当
マルサンアイ鳥取株式会社代表取締役社長

取 締 役 戸 塚 公 雄

生産統括部長
株式会社玉井味噌取締役
丸三愛食品商貿（上海）有限公司董事
海寧市裕豊醸造有限公司副総経理
マルサンアイ（タイランド）株式会社取締役

取 締 役 山 口 欣 也
情報システム物流管理部長（兼）企業戦略室長
マルサンアイ鳥取株式会社取締役
Alinova Canada Inc.取締役

取 締 役 林 寛 尚

公認会計士、税理士（税理士法人アクシス代表社
員）
医療法人共和会監事
株式会社mum Holdings社外監査役
東海漬物株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 酒 井 俊 武
監 査 役 畝 部 泰 則 税理士（畝部泰則税理士事務所所長）

監 査 役 新 井 一 弘
税理士（たくま税理士法人代表）
株式会社匠美監査役
株式会社玉井味噌監査役
マルサンアイ鳥取株式会社監査役

（注）１．取締役林寛尚氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役畝部泰則氏及び新井一弘氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．当社は、取締役林寛尚氏及び監査役畝部泰則氏を、名古屋証券取引所規則に定める独立役員として同

取引所に届け出ております。
４．監査役畝部泰則氏及び新井一弘氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
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５．2024年12月12日開催の第73回定時株主総会において、酒井俊武氏は監査役に新たに選任され、就
任いたしました。

６．2024年12月12日開催の第73回定時株主総会終結の時をもって、成瀬悟氏は任期満了により監査役
を退任いたしました。

７．当事業年度中に以下の取締役の担当及び重要な兼職の状況について異動がありました。

氏 名 変 更 後 変 更 前 異動年月日

戸塚公雄

生産統括部長
株式会社玉井味噌取締役
丸三愛食品商貿（上海）
有限公司董事
海寧市裕豊醸造有限公司
副総経理
マルサンアイ（タイラン
ド）株式会社取締役

生産統括部長
株式会社玉井味噌取締役
丸三愛食品商貿（上海）
有限公司董事
海寧市裕豊醸造有限公司
副総経理

2025年１月23日
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び各監査役との間に、同法第

423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度
額は、法令が定める範囲内としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社及び当社子会社の取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３

第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者が業
務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害について填補することとしておりま
す。なお、当該契約の保険料は全額当社が負担しております。

（4）取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針及び報酬等の決定に係る委任に関する事項

当社は、2021年２月８日開催の定時取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内
容の決定に関する方針を決議しております。当該方針の内容の概要は以下のとおりです。
・当社の取締役及び監査役の報酬等の額は、職位別に設けられた報酬基準と各取締役及
び各監査役の経営に対する貢献度、会社の業績等を勘案して決定いたします。

・業績連動報酬等及び非金銭報酬等は導入しておりません。
・報酬は月額で設定し、従業員給与の支給日に毎月支給いたします。
・取締役の個人別の報酬等の額については、2010年12月９日開催の定時株主総会にお
いて決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会より一任された代表取締役社長堺信
好が、中期経営計画及び年度予算の達成度合い等を鑑みた上で決定いたします。当該
権限が適切に行使されるよう、額の決定に当たっては、社外取締役の意見も踏まえて
決定いたします。

決定権限を代表取締役社長に委任した理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰しつつ、
前述の達成度合い等を鑑み、各取締役の業務の評価を行うには、代表取締役社長が最も適
任であると判断したためであります。なお、監査役報酬は監査役の協議により決定してお
ります。
取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、具体的な報酬

金額は代表取締役社長に一任する旨の決議を取締役会で決議し決定することとする等の措
置を講じており、当該手続きを経て当事業年度に係る取締役の個人別の報酬額が決定され
ていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
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② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取 締 役
（社外取締役を除く） 120,663千円 120,663千円 ― ― 7名

監 査 役
（社外監査役を除く） 13,699千円 13,699千円 ― ― 2名

社 外 取 締 役 4,924千円 4,924千円 ― ― 1名
社 外 監 査 役 5,340千円 5,340千円 ― ― 2名
合 計 144,628千円 144,628千円 ― ― 12名

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額26,546千円は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2010年12月９日開催の第59回定時株主総会において年額２億円以内と決議

いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名です。
３．監査役の報酬限度額は、2010年12月９日開催の第59回定時株主総会において年額40百万円以内と

決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。
４．当社の取締役及び監査役の報酬は固定報酬のみであり、業績連動報酬、非金銭報酬等の支給はござい

ません。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役林寛尚氏は、税理士法人アクシス代表社員、医療法人共和会監事、株式会
社mum Holdings 社外監査役及び東海漬物株式会社社外監査役を兼務しております。
なお、当社は各法人及び各社との間に特別な関係はありません。
社外監査役畝部泰則氏は畝部泰則税理士事務所所長を兼務しております。なお、当社

は同税理士事務所との間に特別な関係はありません。
社外監査役新井一弘氏はたくま税理士法人代表を兼務しております。なお、当社は同

税理士法人との間で税務相談等の取引があります。また、同氏は当社の連結子会社であ
る株式会社匠美、株式会社玉井味噌及びマルサンアイ鳥取株式会社の監査役を兼務して
おります。なお、当社は各社との間でそれぞれ水、みそ及び豆乳等の生産委託の取引関
係があります。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 林 寛 尚

当事業年度開催の取締役会20回のうち20回に出
席し、必要に応じて公認会計士、税理士としての
専門的見地からの発言を適宜行っております。ま
た、社外取締役が果たすことが期待される役割に
関して行った職務といたしまして、取締役会にお
いて独立性・公平性・株主目線を保ちつつ、審議
議案に対し提言を行っております。さらに、当社
のコーポレート・ガバナンス体制強化のための適
切な役割を果たしております。

監 査 役 畝 部 泰 則
当事業年度開催の取締役会20回のうち20回に、
監査役会8回のうち8回に出席し、必要に応じて税
理士としての専門的見地からの発言を適宜行って
おります。

監 査 役 新 井 一 弘
当事業年度開催の取締役会20回のうち20回に、
監査役会8回のうち8回に出席し、必要に応じて税
理士としての専門的見地からの発言を適宜行って
おります。

③ 当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の総額
該当事項はありません。

④ 社外役員の独立性判断基準
当社は、名古屋証券取引所が定める独立役員にかかる独立性基準に基づき、独立性を判

断することとしております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

三優監査法人

（2）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（3）当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額
① 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

27,000千円
② 上記①の合計額のうち、公認会計士法（1948年法律第103号）第２条第１項の業務
（監査証明業務）の対価として当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等
の額

27,000千円
③ 上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額

27,000千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と、金融商品取引法に基づく監査

の額を区分しておりませんので、上記③の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含
めております。

（4）当事業年度に係る会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、前事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認した上、当事業
年度の監査予定時間及び報酬額見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につ
き、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（5）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（6）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断される場合、監査

役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任する方針であります。
また、監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、そ

の必要があると判断した場合は株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議
案の内容を決定する方針であります。
なお、監査役会は上記方針に基づき、会計監査人の解任又は不再任の検討を毎年実施いた

します。
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6. 会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制
当社は、業務の適正を確保するための内部統制システムに関する基本方針について、取

締役会において次のとおり決議いたしました。
① 当社及び当社子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）の取締役及び使

用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社グループは、「すべてのステークホルダーに対する企業価値の向上」を経営上の

基本方針のひとつとし、その実現のためコンプライアンス委員会の設置をはじめと
し、取締役及び使用人が法令及び定款等を遵守することを徹底するとともに、これら
に対する内部監査を実効的に行うための社内体制の整備・充実を図る。

ロ．コンプライアンス委員会は、当社グループの役員及び使用人がコンプライアンスを確
実に実践するよう支援、指導する。

ハ．コンプライアンス委員会は、使用人のコンプライアンスの指針として、コンプライア
ンス委員会規程を制定し、その周知徹底及び社内教育を図るための指針となる「マル
サンカード」を取締役及び使用人に交付する。

ニ．コンプライアンス委員会に社外委員を置き、社外委員が直接使用人から通報・相談を
受け付ける内部通報制度を導入し、不正行為の早期発見と是正に努める。

ホ．社外委員は、情報提供者を特定し得る情報を開示することなく、当該内部情報をコン
プライアンス委員会に諮り、対応を検討する。

ヘ．コンプライアンス委員会では、定期的に会議を実施し、課題の抽出や改善策等の検討
を行う。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役の職務の執行に係る情報については、法令・定款及び社内規程に基づき、適切

に保存及び管理を行う。
ロ．前項の情報の管理については、必要に応じて運用状況の検証、各規程の見直し等を行

い、取締役及び監査役は、社内規程に基づきこれらの情報をいつでも閲覧できる。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社グループに係わる種々のリスクの予防、発見、管理のため、リスク管理委員会を

設置し、リスク管理規程及び危機管理マニュアルに基づき、個々のリスクについて管
理責任者を定め、リスク管理体制を明確化する。また、不測の事態が発生した場合、
社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し最小限にと
どめるよう努力する。
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ロ．リスク管理委員会は、当社各部門及び子会社ごとにリスクの状況を管理し、その結果
を定期的に取締役会に報告し、当社グループ全体の問題点の把握と改善に努める。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役会は、定期的に行われる定時取締役会と必要に応じて開催する臨時取締役会を

実施し、法令や定款で定めた事項や経営に関する重要な意思決定、中期経営計画の策
定・遂行や進捗状況を報告するとともに当社グループの業務執行状況等の報告を行
う。

ロ．役付取締役等により構成される戦略会議を毎月１回開催し、戦略会議において、経営
上の重要事項及び業務執行を効率的に進める方法を討議する。

ハ．取締役会は、前項に定める戦略会議の討議を考慮しながら役職員が共有する全社的な
目標を定め、各業務執行担当取締役は、その目標達成のために各部門の指導及び助言
を行う。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ．当社の子会社及び関係会社（以下「子会社等」という）については、関係会社管理規

程に基づき管理担当取締役が子会社等の業務の全般を統括管理し、個々の業務につい
ては、経営企画部門、総務人事部門、経理財務部門が管理する。

ロ．子会社等のリスク予防・管理その他の業務運営の法令及び定款の遵守の状況を監査す
るため、当社の内部監査部門が定期的に監査を実施する。監査の結果、子会社等に損
失の危険の発生を把握した場合には、直ちに当該子会社等の取締役、監査役、その他
担当部署に報告する体制を構築する。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。なお、その場
合、当該使用人は、監査役の指揮命令下におく。

ロ．当該使用人の人事及び人事処遇については、取締役会と監査役会が事前に協議の上決
定する。

ハ．当該使用人の評価は、監査役会が行い、当該使用人の解任、人事異動、賃金等の改定
に関する取締役会の決定については、監査役会の同意を得なければならない。監査役
より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、取締役、内部
監査部門等の指揮命令を受けないものとする。

ニ．当該使用人は業務の執行に係る役職を兼務しない。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ．監査役は、取締役会、戦略会議等の重要な会議に出席できるとともに、必要に応じて

意見を述べることができる。
ロ．取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、職務の

執行に関する不正行為、法令・定款に違反する事実、その他重要な事実が発生した場
合、直ちに監査役に報告しなければならない。監査役は、いつでも必要に応じて、取
締役及び使用人に対して報告及び情報提供を求めることができる。
監査役へ報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受
けることを禁止する。
また、監査役の職務を遂行する上で必要な費用の前払い、又は償還の手続き、その他
の当該職務の遂行について生ずる費用又は債務等の請求をしたときは、速やかに当該
費用又は債務を支払う。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、会計監査人、内部監査部門、顧問弁護士及びコンプライアンス委員会と情報

交換に努め、連携して当社グループの監査の実効性を確保する。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
イ．当社グループの財務報告に係る透明性・信頼性の確保及び内部統制報告書の有効かつ

適切な提出のため、内部統制委員会を設置する。
ロ．財務報告に係る内部統制が有効に行われるよう、財務報告に係る内部統制の整備、運

用、評価及び継続的な見直しを行う。

⑩ 反社会的勢力を排除するための体制
イ．反社会的勢力及び団体と関わりのある企業、団体、個人とは、取引関係その他一切の

関係を持たない。
ロ．社会の秩序や企業の健全な活動に対して脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織

全体として毅然とした態度で対応する。
ハ．反社会的勢力による不当要求が発生した場合、危機管理マニュアルに基づいて対応す

る。
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（2）株式会社の支配に関する基本方針
当社は、株式の大量取得を目的とする買い付けが行われる場合において、それに応じるか

否かは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきと考えております。
しかしながら、高値での売り抜け等の不当な目的による大量買い付けは、企業価値及び株

主共同の利益を毀損する場合があります。そのような買収者から当社の企業価値や株主をは
じめとする各ステークホルダーの利益を守ることは、経営を預かる者として当然の責務であ
ると認識しております。
現在のところ、当社株式の大量買い付けに係る具体的な脅威が生じているわけではなく、

当社において、いわゆる「買収防衛策」を定めるものではありません。当社は、現在の経営
施策を着実に実行し、業績の向上を図り、企業価値を高めることが、買収防衛に繋がると考
えております。
しかし、「買収防衛策」につきましては、重要な経営課題の一つと認識しており、各方面

から様々なご意見、対応策等をお聞きする等、当社としての有効な対応策を今後も継続して
検討してまいります。

（3）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンスに対する取り組み

コンプライアンス委員会を四半期に１回開催し、内部通報制度の実施状況、コンプライ
アンスに関する課題の抽出や改善策等の検討を行っております。
なお、コンプライアンスの周知徹底及び社内教育を図るための指針となる「マルサンカ

ード (第18版)」を2025年９月に改訂し、当社グループの取締役及び使用人等に交付いた
しました。

② リスク管理体制に関する取り組み
リスク管理委員会を四半期に１回開催し、当社グループで対応すべきリスクの評価、当

該リスクへの対応策などの検討を行っております。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための取り組み
取締役会については、20回開催（うち臨時取締役会8回）いたしました。取締役の職務

執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために社外役員が
常時出席いたしました。
そのほか、部長以上で構成される部長会を毎月開催し、戦略会議や取締役会で話し合わ

れた内容の共有化を図るとともに、各部門における重点事項及び課題の報告やそれらの対
策などの検討を行っております。
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④ 内部監査の実施について
社長直轄部門である内部監査室が、当社及び当社子会社の内部監査を実施し、その結果

を代表取締役社長及び監査役に報告いたしました。

⑤ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための取り組み
監査役は、取締役、内部監査室担当者、その他使用人及び会計監査人とそれぞれ適宜意

見交換を行いました。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための取り組み
内部統制委員が当社及び当社子会社の全社統制及びIT全般統制、業務プロセス統制、決

算財務プロセス統制の整備と運用状況の評価を実施し、取締役会に報告いたしました。

⑦ 反社会的勢力を排除するための取り組み
契約書等に反社会的勢力の排除に関する条項を盛り込むとともに、反社会的勢力の情報

を収集する取り組みを総務人事課が継続的に実施いたしました。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要な課題と位置付け、安定的に基本

１株当たり30円の方針とし、利益状況等に応じて検討しております。
なお、当期の配当金につきましては、上記の方針に基づき、当事業年度の業績及び経営

環境並びに今後の事業展開などを勘案し、１株につき50円とさせていただきたく存じま
す。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）１．事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。百分率は、表示

単位未満を四捨五入しております。
２．売上高などの記載金額には、消費税額は含まれておりません。
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連結貸借対照表（2025年９月20日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

棚 卸 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

13,804,985

3,098,851

6,302,337

2,608,156

1,494,907

301,115

△ 382

13,217,336

11,785,433

4,628,722

2,408,312

3,004,916

1,476,653

266,828

113,140

1,318,762

136,157

851,076

331,527

流 動 負 債 12,334,691
支払手形及び買掛金 4,240,686
短 期 借 入 金 300,000
１年内返済予定の長期借入金 1,441,474
未 払 法 人 税 等 61,388
賞 与 引 当 金 463,310
未 払 金 4,523,487
そ の 他 1,304,344

固 定 負 債 7,670,130
長 期 借 入 金 5,564,009
退職給付に係る負債 1,031,863
資 産 除 去 債 務 509,683
繰 延 税 金 負 債 339,403
そ の 他 225,170

負 債 合 計 20,004,822
純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,769,716
資 本 金 865,444
資 本 剰 余 金 637,851
利 益 剰 余 金 5,455,617
自 己 株 式 △ 189,196

その他の包括利益累計額 247,592
その他有価証券評価差額金 33,474
為 替 換 算 調整勘定 46,903
退職給付に係る調整累計額 167,215

非 支 配 株 主 持 分 191
純 資 産 合 計 7,017,500

資 産 合 計 27,022,322 負 債 純 資 産 合 計 27,022,322
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連結損益計算書（2024年９月21日から2025年９月20日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 32,872,887
売 上 原 価 24,353,673

売 上 総 利 益 8,519,214
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,661,660

営 業 利 益 857,553
営 業 外 収 益
受 取 利 息 23,926
受 取 配 当 金 5,396
不 動 産 賃 貸 収 入 15,816
受 取 保 険 金 1,916
為 替 差 益 33,162
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,982
そ の 他 9,019 92,221

営 業 外 費 用
支 払 利 息 59,726
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 11,015
債 権 売 却 損 18,695
そ の 他 2,005 91,442

経 常 利 益 858,331
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 60,505
補 助 金 収 入 30,597
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,278 97,380

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 14,139
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,606 17,745
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 937,967
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 164,464
法 人 税 等 調 整 額 61,200 225,664
当 期 純 利 益 712,302
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 △ 562
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 712,865
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連結株主資本等変動計算書（2024年９月21日から2025年９月20日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 865,444 637,851 4,856,817 △ 41,996 6,318,116
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 114,064 △ 114,064
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 712,865 712,865

自 己 株 式 の 取 得 △ 147,200 △ 147,200
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 598,800 △ 147,200 451,600
当 期 末 残 高 865,444 637,851 5,455,617 △ 189,196 6,769,716

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 22,586 129,221 10,107 161,915 865 6,480,897
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 114,064
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 712,865

自 己 株 式 の 取 得 △ 147,200
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 10,888 △ 82,318 157,107 85,676 △ 674 85,001

当 期 変 動 額 合 計 10,888 △ 82,318 157,107 85,676 △ 674 536,602
当 期 末 残 高 33,474 46,903 167,215 247,592 191 7,017,500
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貸借対照表（2025年９月20日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 12,352,724 流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
設 備 関 係 支 払 手 形

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
長 期 預 り 保 証 金
資 産 除 去 債 務
債務保証損失引当金

12,046,902
168,729

5,797,418
300,000
826,218
2,957

4,198,912
164,486
33,376
46,825
384,618
123,362

5,287,522
3,487,799
10,103

1,268,681
47,010
451,928
22,000

現 金 及 び 預 金 1,758,357
受 取 手 形 22,100
売 掛 金 6,254,217
リ ー ス 債 権 13,956
商 品 及 び 製 品 927,702
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 382,552
前 払 費 用 43,291
短 期 貸 付 金 64,500
未 収 入 金 2,750,641
そ の 他 198,505
貸 倒 引 当 金 △ 63,100

固 定 資 産 10,307,447
有 形 固 定 資 産 6,606,934
建 物 1,499,131
構 築 物 291,058
機 械 及 び 装 置 1,362,695
車 両 運 搬 具 1,585
工 具、 器 具 及 び 備 品 59,866
土 地 2,708,582
リ ー ス 資 産 11,873
建 設 仮 勘 定 672,141 負 債 合 計 17,334,425

無 形 固 定 資 産 107,991 純 資 産 の 部
借 地 権 31,883 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ･ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

5,292,272
865,444
635,039
612,520
22,519

3,980,985
111,300

3,869,685
489,000

3,380,685
△ 189,196

33,474
33,474

ソ フ ト ウ エ ア 53,526
電 話 加 入 権 8,121
そ の 他 14,460

投 資 そ の 他 の 資 産 3,592,522
投 資 有 価 証 券 136,157
関 係 会 社 株 式 565,874
出 資 金 933
関 係 会 社 出 資 金 169,026
関係会社長期貸付金 1,798,173
繰 延 税 金 資 産 893,350
長 期 前 払 費 用 6,705
投 資 不 動 産 72,428
そ の 他 214,974
貸 倒 引 当 金 △ 265,100 純 資 産 合 計 5,325,747

資 産 合 計 22,660,172 負 債 純 資 産 合 計 22,660,172
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損益計算書（2024年９月21日から2025年９月20日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 32,460,315
売 上 原 価 24,751,691

売 上 総 利 益 7,708,623
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,112,006

営 業 利 益 596,617
営 業 外 収 益
受 取 利 息 60,496
受 取 配 当 金 5,396
業 務 受 託 料 25,886
不 動 産 賃 貸 収 入 15,336
為 替 差 益 28,719
受 取 保 険 金 1,916
債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 益 130,000
そ の 他 12,226 279,978

営 業 外 費 用
支 払 利 息 35,440
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 11,015
債 権 売 却 損 18,695
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 20,000
そ の 他 1,089 86,240

経 常 利 益 790,354
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 60,505
補 助 金 収 入 14,864
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,278 81,647

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 10,610
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,606 14,216
税 引 前 当 期 純 利 益 857,786
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 78,528
法 人 税 等 調 整 額 108,405 186,933
当 期 純 利 益 670,852
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株主資本等変動計算書（2024年９月21日から2025年９月20日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 865,444 612,520 22,519 635,039
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―
当 期 末 残 高 865,444 612,520 22,519 635,039

（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計別 途 積 立 金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 111,300 489,000 2,823,897 3,424,198 △ 41,996 4,882,685
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 114,064 △ 114,064 △ 114,064
当 期 純 利 益 670,852 670,852 670,852
自 己 株 式 の 取 得 △ 147,200 △ 147,200
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 556,787 556,787 △ 147,200 409,587
当 期 末 残 高 111,300 489,000 3,380,685 3,980,985 △ 189,196 5,292,272
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（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 22,586 22,586 4,905,271
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 114,064
当 期 純 利 益 670,852
自 己 株 式 の 取 得 △ 147,200
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 10,888 10,888 10,888

当 期 変 動 額 合 計 10,888 10,888 420,475
当 期 末 残 高 33,474 33,474 5,325,747
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年11月6日

マルサンアイ株式会社

取 締 役 会 御中
三優監査法人
名古屋事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 神 匡

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 啓 太

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マルサンアイ株式会社の2024年９月21日か

ら2025年9月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、マルサンアイ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の
監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以 上



― 45 ―

会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年11月6日

マルサンアイ株式会社

取 締 役 会 御中
三優監査法人
名古屋事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 神 匡

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 啓 太

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マルサンアイ株式会社の2024年9月

21日から2025年9月20日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監
査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
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どうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2024年９月21日から2025年９月20日までの第74期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）当監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針、監査役監査実施要綱、監査計画等に従い、取締
役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社
計算規則第131条各号に掲げる事項) を「監査に関する品質管理基準」(企業会計審議会）等に
従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2025年11月7日

マルサンアイ株式会社 監査役会
常勤監査役 酒 井 俊 武 ㊞
監 査 役 畝 部 泰 則 ㊞
監 査 役 新 井 一 弘 ㊞

（注）監査役畝部泰則及び監査役新井一弘は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査
役であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図
会場 愛知県岡崎市康生町515番地33

岡崎ニューグランドホテル３階飛竜の間
TEL〈0564〉21-5111

●会場までの交通のご案内
名鉄東岡崎駅より 徒歩 約15分
愛知環状鉄道中岡崎駅より 徒歩 約10分
JR岡崎駅より タクシー 約10分

※駐車場の収容台数に限りがありますので、ご了承下さ
い。


